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ミャンマーにおける並行為替レート制と国有企業 
―ニューケインジアン・アプローチによるモデル分析の一例― 

静岡県立大学国際関係学部 飯野光浩 
１，はじめに 
ミャンマー経済は、現在複雑な状況に直面している経済の一つである。それは、対内的

には経済活動に関する規制や保護が存在するが、対外的には、貿易自由化を実施しなけれ

ばならない状況にあるからである。ミャンマーにおいて、為替レート制は市場レートとそ

れと比較して異常に過大評価された公定レートの２つのレートからなる二重為替レート制

であり1、この制度は外貨不足をもたらしている。この外貨不足を解消するために、政府は

規制を課している。その一つが輸出税という一種の外貨供出策であり、これは輸出収入の

一定割合を外貨の形で供出するものである2。また、ミャンマーにおける二重レート制は、

取引主体により適用される為替レートが異なり、国有企業や政府関連団体、政府などの公

的部門による取引には公定レートが適用されて、民間部門には市場レートが適用される。

この制度のもとで、中間財や最終財を輸入している公的部門は民間部門に比べて保護を受

けている。 
一方、ミャンマーは 1997 年 7 月に ASEAN に加盟して、AFTA（ASEAN 自由貿易地域）

にも当然入っており、2008 年までに ASEAN 域内関税を低下させなければならない。つま

り、国際的には、取り決めに従い、関税率低下による貿易自由化を実施しなければならな

い状況にある。 
このような複雑な状況に直面して、ミャンマー経済発展のために公定レートの切下げや

輸出税の低下（外貨供出策の緩和）を求める提案は数多く存在する3。しかし、それらは提

案のみであり、このような政策や貿易自由化がミャンマー経済に及ぼす影響を経済学に基

づいてモデル分析した論文は少ない。従って、本論の目的は二重レート制のもとでのマク

ロ経済政策や規制、貿易自由化の効果をモデル分析で明らかにして、特に公定レートの切

下げ、外貨供出策の緩和等の政策や貿易自由化がミャンマー経済や経済厚生に及ぼす影響

を明示的に分析し、複雑なミャンマー経済問題を整理することである。 
 本稿ではミャンマーの国有企業は独占的競争で非貿易財を生産していると仮定する。ミ

ャンマーにおいて、IMF(1999)、World Bank(1999)によると、国有企業は農林水産業、鉱

業、製造業、サービス業など幅広い分野に進出しており、さらに GDP の約 20％、全雇用

の約２％を占めている。このように国有企業はミャンマー経済に大きな影響を与えている

ので、独占的競争を仮定するのが適切である。また同じく IMF(1999)、World Bank(1999)
によると、最終財を輸出している国有企業は損失を被るが、一方原材料を輸入し、生産さ

れた最終財を国内販売している国有企業は利益を得ている。このような利益を得ている国

                                                  
1 『ARC レポート ミャンマー2006』によると、2005 年度において公定レートは１ドル＝約６チャット

で市場レートは約 1650 チャットである。 
2 Alexander, N, ed(2007)によると、ミャンマーの輸出税は 10％であり、外貨で支払わなければならない。 
3 例えば、『ARC レポート ミャンマー2006』など 



 2

有企業は製造業関連の企業であるので、国有企業財は非貿易財とする。 
 以上のことを踏まえると、ミャンマーモデルとして適切なのは二重レート制下での小国 2
期間ニューケインジアンモデルであり4、その概要を説明する。各期（ 1,2t = ）、非貿易財

（ｓ財）、輸入財（ｍ財）、輸出財（X 財）の 3 財が存在して、ｓ財は国有企業により独占

的競争で生産されて、X 財は民間企業により完全競争で生産されるとする。ｓ財、X 財とも

に生産要素は労働と輸入中間財の 2 種類であり、中間財を輸入する際、国有企業には過大

評価された公定レートが適用されて、民間企業には市場レートが適用される。消費者は 2
期間生きて、各期に３財の消費と実質貨幣残高より得られる効用の現在割引価値の和を予

算制約の下で最大化する。このとき、消費者がｍ財を購入する際に直面する為替レートは

市場為替レートである。政府は X 財企業に輸出税という形の外貨供出策を課している。こ

の政策は X 財企業の輸出収入の一部を公定レートで政府に納めるというものである。また

中間財輸入と消費者による最終財輸入に関税を課して、消費者に lump-sum の所得税を課

している。政府はｓ財とｍ財を購入しており、これらの支出と税収入の差である財政赤字

は貨幣創造によって賄われているとする。この場合、政府がｍ財を購入するときに直面す

るレートは公定レートである。 
 このモデルから得られる結論を簡単に述べる5。政府支出の増加や貨幣供給の増加による

マクロ経済政策の拡大の効果は標準的なものである。次に、各期（ 1,2t = ）、公定レートの

切下げは市場為替レートを増価させる。そして、非貿易財（国有企業財）の生産量を減少

させる。公定レートの切下げが直接及ぼす直接効果と市場レートの増価や他の変数を通じ

た間接効果の大小により、輸出財生産量、インフレ率や経済厚生に及ぼす効果が異なる。

もし直接効果が間接効果よりも大きい（小さい）なら、輸出財生産量は増加（減少）して、

インフレ率も上昇（低下）して、経済厚生は低下（上昇）する。また、外貨供出策の緩和

は市場為替レートを減価させて、輸出財生産量を増加させる。非貿易財（国有企業財）に

は何の影響も与えず、インフレ率は増加して、経済厚生は低下する。次に、関税低下によ

る貿易自由化の影響は、輸入中間財関税率の低下と最終財関税率の低下も経済や経済厚生

に及ぼす影響は非貿易財（国有企業財）を除いて同じになる。貿易自由化は市場レートを

減価させて、輸出財生産量を増加させる。貿易自由化がインフレ率と経済厚生に及ぼす影

響は、直接効果と市場レートの減価などを通じた間接効果の大きさに依存する。もし直接

効果が間接効果よりも大きい（小さい）なら、貿易自由化によりインフレ率は低下（上昇）

して、経済厚生は上昇（低下）する。 
 本稿のモデルは通常のニューケインジアンモデル6と比べると単純化されているが、少な

くとも利点がある。それは、政策効果を明確にすることができることである。本モデルは

二重レート制と外貨供出策というミャンマー経済の特徴を導入しているので、価格に歪み

を生じさせる。そのため、通常のモデルで政策効果は大変複雑になるが、本稿では単純化

                                                  
4 この件に関する詳細は飯野（２００６）を参照のこと 
5 詳細は表 1 や 3 節、４節を参照のこと。 
6 ２国無限期間モデルを用いるのが一般的である。 
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されているために、政策効果を明示的に述べることができる。例えば、外貨供出策の緩和

（輸出税の低下）は輸出財生産の拡大という振興策の目的にかなった効果をもたらすが、

インフレ率の上昇と市場為替レートの減価という現在のミャンマー経済にとってマイナス

の効果ももたらすことが分かる。そして、ミャンマーは現在 AFTA の下で関税率を見直し

ているが、これは市場為替レートの減価をもたらし、公定レートと市場レートの乖離をさ

らに大きくしてしまうことを示せた。また、厚生分析の結果も明確にすることができる。

例えば、輸出税の低下（外貨供出策の緩和）は経済厚生を減少させてしまう。また二重レ

ート制下で貿易自由化は経済厚生を必ずしも増加させないことが分かる。 
本論の構成は次のようなものである。２節でミャンマー経済モデルを構築して、市場均

衡条件を導出する。３節と４節では、前節で得られた市場均衡条件をもとに、比較静学分

析を行い、各政策が経済や経済厚生に及ぼす効果を調べる。５節はまとめと次への課題に

ついて述べる。 
 
２、ミャンマー経済モデルの構築 

本モデルは小国モデルであるので、すべての財の外国価格は１であると仮定する。二重

為替レート制を採用しており、国有企業や政府による取引には公定レート ( )oE t が使用さ

れて、 ( )oE t は一定である。また、消費者や輸出企業による取引には市場レート ( )bE t が

使用されて、 ( ) ( )b oE t E t> とする。つまり、市場レートは公定レートよりも大きく、公定

レートは市場レートと比較して、過大評価されているとする。最後に、将来の予想に関し

ては、完全予見を仮定する。 
 
２．１ 消費者 
 本モデルでは２期間（ 1,2t = ）生きる代表的な家計を考える。この家計は次のようなコ

ブ・ダクラス型効用関数をもつ。 
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但し、 ( ) 12211 =+++ βαγβα  
である。ここで 
( )tL :t 期の貨幣需要 1,2t =  
( )tP :t 期の物価指数 1,2t =  
( )tC :t 期の総消費 1,2t =  

ここで ( )tC は次のように定義される。 
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( ) ( )( ) ( )( ) ( )( ) ( )( )
1 111

a b a ba ba b
s m XC t a b a b C t C t C t

− − −− −= − − 0 1,0 1a b< < < <  1,2t =  

ここで 

( )tCs :t 期の総国内財消費 1,2t =  

( )tCm :ｔ期の輸入財消費 1,2t =  

( )XC t :ｔ期の輸出財消費 1,2t =  

である。そして、国内財総消費 ( )tCs は 

( ) ( )( ) 1

1

1 −

=

−
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⎦

⎤
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⎡
= ∑

θ
θ

θ
θN

j
sjs tctC   1>θ   1,2t =  

と定義されて、 

( )sjc t :第 j 国有企業により生産される財の消費 1,2t =  

 次に、代表的個人が直面する予算制約について考える。まず、貸借市場について、政府

は何の規制も課してないので、人々は自由に取引できる。ここで取引される資産は外国通

貨単位で額面表示された名目債券である。この債券を保有することで１期間後に名目利子

率
*r が得られるとする。また政府は各期（ 1,2t = ）、輸入財に関して ( )m tτ の関税をかけて

いるとする。先に述べたように、消費者が直面する為替レートは市場レートである。以上

から、第１期の予算制約は 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
1

1 1 1 1 1 1 1 1 1
N

b
sj sj m m X X

j
p c p C p C L E B I

=

+ + + + =∑        （２） 

である。 
ここで 
B :名目外国債券保有 

( )1bE :第１期の自国通貨建て市場為替レート 

( )1sjp :第 j 国有企業財の価格 

( ) ( )( ) ( )1 1 1 1b
m mp Eτ= + ：第１期の輸入財国内価格 

( )1Xp :第１期の輸出財の国内価格 
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( )1I :第１期の名目購買力であり、これは以下のようになる。 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )1 1 1 1 0 1p
X II w H Mπ τ= + + −  

ここで 

( )1p
Xπ :第１期の輸出財企業の利潤のうちの消費者の稼得となる部分7 

( ) ( )1 1w H :第１期の労働所得（ ( )1w :賃金、 ( )1H :労働供給） 

( )0M ：初期時点での貨幣ストックであり、与件で一定とする。 

( )1Iτ :第 1 期の名目課税 

である。同様にして、第 2 期の予算制約は 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )*

1
2 2 2 2 2 2 2 1 2 1 2

N
b

sj sj m m X X
j

p c p C p C L L I i E B
=

+ + + − = + +∑        

（３） 

ここで第２期の名目購買力 ( )2I は次のようになる。 

( ) ( ) ( ) ( ) ( )2 2 2 2 2p
X II w Hπ τ= + −  

以上、（２）、（３）から代表的個人が直面する通時的予算制約は 
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i
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ここで、 

( ) ( )11 2
1

I I I
i

= +
+

:名目購買力の現在割引価値の合計 

1 i+ ：国内名目利子率であり、これは 

( ) ( )
( )

*1 2
1

1

b

b

i E
i

E

+
+ =                              （５） 

となる。つまり、本稿で資本移動は完全であるので、カバーなしの利子平価条件（５）式

                                                  
7 詳しいことは、２．２．１の輸出財企業を参照のこと 
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が成立する。 
以上から、消費者は（４）の制約の下で（１）を最大にするという最適化行動より、第 1

期と第 2 期の各々の財の消費と貨幣需要は以下のようになる。 

( ) ( )
11
1m

m

bC I
p
β

=                               （６） 

( ) ( ) ( )22 1
2m

m

bC i I
p
γβ

= +                            （７） 

( ) ( )
( )

1 1
1

1X
X

a b
C I

p
β − −

=                            （８） 

( ) ( )
( ) ( )2 1

2 1
2X

X

a b
C i I

p
γβ − −

= +                         （９） 

( ) ( )1 1
1

i
L I

i
α +

=                              （１０） 

( ) ( )22 1L i Iγα= +                             （１１） 

( ) ( )
( ) ( )

11
1

1 1
s

sj
sj s

P ac I
p P

θ
β⎛ ⎞

= ⎜ ⎟⎜ ⎟
⎝ ⎠

                         （１２） 

( ) ( )
( ) ( ) ( )22

2 1
2 2

s
sj

sj s

P ac i I
p P

θ
γβ⎛ ⎞

= +⎜ ⎟⎜ ⎟
⎝ ⎠

                     （１３） 

( ) ( )
11
1s

s

aC I
P
β

=                              （１４） 

( ) ( ) ( )22 1
2s

s

aC i I
P
γβ

= +                           （１５） 

ここで 

( ) ( )( )
1

11

1

N

sjs
j

P t p t
θθ −−

=

⎛ ⎞
= ⎜ ⎟
⎝ ⎠
∑ ：国内財物価指数 

である。 

 最後に、今後の市場均衡分析での便宜上、各変数と ( )C t の比を取ると、次のようになる。 

( ) ( )
( ) ( )

1

m
m

p t
C t b C t

P t

−
⎛ ⎞

= ⎜ ⎟⎜ ⎟
⎝ ⎠

   1,2t =                    （１６） 
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( ) ( )
( ) ( )

1

X
X

p t
C t b C t

P t

−
⎛ ⎞

= ⎜ ⎟⎜ ⎟
⎝ ⎠

   1,2t =                    （１７） 

( ) ( ) ( )1

1

11 1 1iL P C
i

α
β

+⎛ ⎞= ⎜ ⎟
⎝ ⎠

                        （１８） 

( ) ( ) ( )2

2

2 2 2L P Cα
β

=                            （１９） 

( ) ( )
( ) ( )

1

s
s

P t
C t a C t

P t

−
⎛ ⎞

= ⎜ ⎟⎜ ⎟
⎝ ⎠

   1,2t =                    （２０） 

そして、 

( ) ( )
( ) ( )sj

ssj
s

p t
c t C t

P t

θ−
⎛ ⎞

= ⎜ ⎟⎜ ⎟
⎝ ⎠

  1, ,j N= L      1,2t =           （２１） 

である。ここで、国内総物価指数 ( )P t は 

( ) ( )( ) ( )( ) ( )( )1a b a b
s m XP t P t p t p t

− −
=         1,2t =  

となる。 
 
２．２ 生産者 
 生産者について、輸出財を生産する民間企業と非貿易財を生産する国有企業が存在する。

２．２．１では輸出財企業を考察して、２．２．２では国有企業を考察する。 
 
２．２．１ 輸出財企業 
 各期（ 1,2t = ）に代表的な完全競争企業で輸出財が生産される。つまり、無数で同一の

完全競争企業が存在する。そして、企業数を 1 に特定化して、代表的な完全競争輸出財企

業が存在すると仮定し、この代表的な輸出企業は国内市場と外国市場の各市場に完全競争

的に財を供給する。 
 この代表的な輸出財企業の収入に関して、政府は輸出税という一種の外貨供出政策を課

す。これは、各期（ 1,2t = ）、輸出収入のうち、 ( )x t の割合を公定レート ( )oE t で売却し

なければならないというものである。したがって、代表的な輸出企業は輸出収入のうち残

りの ( )( )1 x t− の割合を並行市場で ( )bE t のレートで売却できる。 

 この代表的な輸出財企業が直面する生産関数は次のようなコブ・ダグラス型である。 
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( ) ( )( ) ( )( )hX zX

X X XY t h t z t
σ σ

=   1hX zX Xσ σ σ+ = <     1,2t =      （２２） 

ここで、 

( )Xh t ：輸出財企業の労働雇用量 

( )Xz t ：輸出財生産に必要な輸入中間財の需要量 

中間財輸入に関して、政府は各期（ 1,2t = ）、 ( )z tτ の関税を課す。輸出財企業は民間企

業であるので、輸入中間財を購入するための外貨は並行市場で調達しなければならない。

以上から、輸出財企業の利潤 ( )X tπ は次のようになる8。 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )( ) ( ) ( )

*1

1

o b
X X X X

b
X z X

t p t C t x t E t x t E t C t

w t h t t E t z t

π

τ

⎡ ⎤= + + −⎣ ⎦
− − +　　　　　

         

ここで、 

( )*
XC t ：外国の X 財の需要量（輸出量）で一定とする。 

 本稿で輸出財企業は完全競争企業であるため、価格差別をするインセンティブは存在し

ない。よって、輸出企業が直面する価格は国内向けと外国向けで同じになり、 

( ) ( ) ( ) ( )( ) ( )1o b
Xp t x t E t x t E t= + −  

が成立する。したがって、利潤 ( )X tπ は 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( ) ( ) ( )1 b
X X X X z Xt p t Y t w t h t t E t z tπ τ= − − +           （２３） 

となり、利潤最大化行動より、各期（ 1,2t = ）の最適生産量は 

( ) ( )

( )( ) ( )( ) ( ){ }
( ) ( ) ( ) ( )( ) ( )

1

1

1

X

X

zXhX

XX

X
X

bX
z

X

o b
X

p t
Y t

w t t E t

p t x t E t x t E t

σ
σ

σσ
σσ τ

σ

−⎡ ⎤
⎢ ⎥
⎢ ⎥=
⎢ ⎥Γ

+⎢ ⎥
⎣ ⎦

= + −　　　　

              （２４） 

となり、ここで 
                                                  
8 ここで輸出企業利潤のうち、消費者の稼得分 ( )p

X tπ は次のようになる。

( ) ( )( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( ) ( ) ( )*1 1p b b
X X X z Xt x t E t C t w t h t t E t z tπ τ= − − − +  
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hXzX

XX
hX zX

X
zX hX

σσ
σσσ σ

σ σ
⎛ ⎞⎛ ⎞

Γ = + ⎜ ⎟⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠

 

である。 

 （２４）式から、公定レート ( )oE t の上昇（切下げ）と中間財関税率 ( )z tτ の低下、外貨

供出策の緩和（ ( )x t の低下）は輸出財生産 ( )XY t を増加させることがわかる。しかし、市

場為替レート ( )bE t の上昇（減価）が輸出財生産 ( )XY t を増加させるかどうかは外貨供出

策 ( )x t の値に依存する。 ( )x t がある値よりも小さい（大きい）とき、 ( )XY t は増加（減少）

する9。以下の分析では、 ( )x t はある値よりも小さいと仮定して、市場レートの減価は ( )XY t

を増加させるとする。 
 
２．２．２ 国有企業 
 非貿易財である国内財は国有企業によって、独占的競争で生産されるとする。つまり、

各期（ 1,2t = ）に、第ｊ（ 1, ,j N= L ）企業は、他の企業とは少しずつ異なる差別化され

た財を生産している。 
 国有企業ｊの生産関数は 

( ) ( )( ) ( )( )hs zs

j j jY t h t z t
σ σ

=  hs zs sσ σ σ+ =   1, ,j N= L   1,2t =     （２５） 

ここで 

( )jh t ：国有企業ｊの労働雇用量 

( )jz t ：国有企業ｊの輸入中間財の需要量 

国有企業は輸入中間財を購入する際、公定レートを使用できる。つまり、市場レートよ

りも過大評価された公定レート市場を国有企業が利用できるという事は、政府は国有企業

に保護を与えており、これはミャンマー国有企業の特徴である。国有企業も中間財輸入に

関しては、輸出財企業と同様に ( )z tτ の関税を支払うので、国有企業ｊの利潤は次のように

なる。 

                                                  
9 符号条件の詳細は Appendix を参照のこと。 
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( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( ) ( ) ( )1 o
j sj j j z jt p t Y t w t h t t E t z tπ τ= − − +            （２６） 

 次に国有企業ｊが直面する需要関数は 

( ) ( ) ( ) ( )
( )

( )
( ) ( ) ( )

( ) ( )
1 1

sj s s
j sj sj

s G

p t P t P t
Y t c t g t a C t a G t

P t P t P t

θ− − −⎡ ⎤⎛ ⎞ ⎛ ⎞ ⎛ ⎞
⎢ ⎥= + = +⎜ ⎟ ⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎜ ⎟ ⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎢ ⎥⎝ ⎠ ⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎣ ⎦

   （２７） 

となる10。ここで、 

( )sjg t :政府によるｔ期の国有企業ｊ財への支出 

( )G t :ｔ期の実質政府総支出 

( )GP t ：政府が直面する価格指数 

となる。（２６）、（２７）から、国有企業ｊの利潤最大化行動より、 

( ) ( ) ( )( ) ( ) ( )
1

1
1

zs s
s s

os
sj z j

s

p t w t t E t Y t
σ σ
σ σ

θ τ
θ σ

−Γ ⎡ ⎤= ⋅ +⎣ ⎦−
  1, ,j N= L      （２８） 

が得られる。ここで、 

zs hs

s s
hs zs

s
zs hs

σ σ
σ σσ σ

σ σ
⎛ ⎞ ⎛ ⎞

Γ = +⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠

 

 
２．３ 政府 
政府支出に関して、政府は各期（ 1,2t = ）に国有企業が生産する国内財と輸入財を合成

した実質政府総支出 ( )G t を支出する。この合成方法は民間と同じであり、パラメータも同

一であるとする。つまり、 

( ) ( ) ( )( ) ( )( )1 a ba b
s mG t a b G t G t

−
=  1=+ ba   1,2t =            （２９） 

( ) ( )( )
1 1

1

N

s sj
j

G t g t

θ
θ θ
θ
− −

=

⎡ ⎤
= ⎢ ⎥
⎣ ⎦
∑   1>θ                      

ここで 

( )sG t :政府のｔ期の国内財総支出 

                                                  
10 ( )G t と ( )sjg t の関係や ( )GP t の詳細については次節で導出する。 
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( )mG t :政府のｔ期の輸入財支出 

( )sjg t :政府によるｔ期の国有企業ｊ財への支出である。 

 次に、政府が直面する予算制約について考える。今、政府は各期（ 1,2t = ）、財政赤字の

状態であり、その額は ( )D t で表されるとする。政府も国有企業同様に財の輸入に関しては、

公定レートを使用できることに注意すると、 ( )D t は次のようになる。 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

1 1

*

1

N N
o b

sj sj m j I m m
j j

N
b o o

z X j X
j

D t p t g t E t G t t t t E t C t

t E t z t E t z t x t E t C t

π τ τ

τ

= =

=

= + − − −

⎛ ⎞
− + −⎜ ⎟

⎝ ⎠

∑ ∑

∑　　　　

  （３０） 

政府は財政赤字 ( )D t を貨幣創造で賄う。したがって、 

( ) ( ) ( )1D t M t M t= − −     1,2t =                    （３１） 

である。（３０）、（３１）式より、政府の予算制約は 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

1 1

*

1

1
N N

o b
sj sj m j I m m

j j

N
b o o

z X j X
j

M t M t p t g t E t G t t t t E t C t

t E t z t E t z t x t E t C t

π τ τ

τ

= =

=

− − = + − − −

⎛ ⎞
− + −⎜ ⎟

⎝ ⎠

∑ ∑

∑　　　　      

 

                                     （３２） 

となる。政府は（３２）の予算制約の下で（２９）の ( )G t を最大にするように行動する。

よって、 

( ) ( )
( )

( )
( ) ( )

1

sj s
sj

s G

p t P t
g t a G t

P t P t

θ− −
⎛ ⎞ ⎛ ⎞

= ⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠

     1,2t =            （３３） 

( ) ( )
( ) ( )

1o

m
G

E t
G t b G t

P t

−
⎛ ⎞

= ⎜ ⎟⎜ ⎟
⎝ ⎠

           1,2t =            （３４） 

ここで、 

( ) ( )( ) ( )( )ba o
G sP t P t E t=      1,2t =  
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が得られる。 
 
２．４ 市場均衡と資源制約 
 ここでは、各市場の均衡と資源制約について調べる。まず労働市場について、労働は輸

出財企業と国有企業の間を自由に移動できるとする。そして、ミャンマーでは労働の超過

供給が存在するために、任意の賃金 ( )w t のもとで、各企業は好きなだけ雇用できるとする。

したがって、輸出企業、国有企業の両企業とも利潤を最大にする労働雇用量だけを採用す

るので、消費者の労働供給量は企業の労働需要量により決定される。つまり、 

任意の賃金 ( )w t に関して、 

( ) ( ) ( )
1

N

X j
j

H t h t h t
=

= +∑      1,2t =                   （３５） 

が成立する。 
 次に非貿易財市場について考える。国有企業により独占的競争で作られるこの国内財に

関して、これ以降の分析では対称均衡を仮定する。つまり、すべてのｊに関して

( ) ( )sj sp t p t= 、 ( ) ( )j sY t Y t= が成立する。これにより、以降の分析では典型的な国有企業

に焦点を当てる。典型的な国有企業の財市場均衡条件は 

( ) ( ) ( ) ( )
( )

( )
( ) ( ) ( )

( ) ( )
1 1

s s s
s s s

s G

p t P t P t
Y t c t g t a C t a G t

P t P t P t

θ− − −⎡ ⎤⎛ ⎞ ⎛ ⎞ ⎛ ⎞
⎢ ⎥= + = +⎜ ⎟ ⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎜ ⎟ ⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎢ ⎥⎝ ⎠ ⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎣ ⎦

 1,2t =   （３６） 

である。 
貨幣市場均衡条件は次のようになる。 

( ) ( )M t L t=          1,2t =                    （３７） 

である。 
 次に、資源制約条件を考察する。初めに、輸出財の資源制約条件について、各期（ 1,2t = ）

に、X 財の生産量は自国の需要と外国の需要の合計に等しい。よって、 

( ) ( ) ( )*
X X XY t C t C t= +     1,2t =                    （３８） 

 輸入財の資源制約について、各期（ 1,2t = ）、外国によるｍ財の生産量は自国の民間需要

と政府需要の合計に等しい。よって、 

( ) ( ) ( )*
m m mY t C t G t= +     1,2t =                    （３９） 

ここで 



 13

( )*
mY t ：ｔ期の外国によるｍ財の生産量で一定とする。 

 最後に、輸入中間財の資源制約について、各期（ 1,2t = ）、外国によるｚ財の生産量が輸

出企業による需要と国有企業による需要の合計に等しい。よって、 

( ) ( ) ( )*
z X sY t z t Nz t= +     1,2t =                    （４０） 

ここで 

( )*
zY t ：ｔ期の外国によるｚ財の生産量で一定とする。 

 以上の国有企業財と貨幣市場の均衡条件（３６）、（３７）を資源制約条件（３８）から

（４０）を使って解くことで、 ( )sY t ， ( )bE t の４個の内生変数が決定される。 

 
３，並行レート制下での経済政策・貿易自由化の効果について 
 本節では、前節の方程式体系を解くことで、二重レート制下での経済政策の効果を調べ

ることができる。そして、政策効果を調べるために、変数の変化率を求める。単純化のた

め、当初の均衡では資本移動はなくて、政府支出もゼロとする。つまり、 0B = で、

( ) ( ) 0s mG t G t= = であるとする。さらに、当初の均衡において、外貨供出策 ( )x t 、中間輸

入財関税率 ( )z tτ と最終輸入財関税率 ( )m tτ は各期 1,2t = で同じであり、各々 x 、 zτ 、 mτ と

する。さらにこれ以降の議論で、 x について２．２．１で述べたように、ある値よりも小

さいという条件が成立するとする。ここで上付きバーの変数は当初の均衡値を表す。その

当初の均衡のまわりで変化率を評価する。当初の均衡では、 

( ) ( ) ( ) ( )s s s sP t C t Np t Y t=  

が成立する。また、 ˆ dω ω ω= で、当初の均衡からの変化率を表すとする。 
 この変化率を使って調べた結果が表１である。表１は外生変数が主要な内生変数や変数

に与える影響をまとめたものである。以下では、この表１を基にして政策効果を説明する11。 
まず、３．１節では、マクロ経済政策の効果について考察して、３．２節以降で公定レ

ートの切下げや外貨供出策の緩和、貿易自由化の効果について調べる。 
 
３．１ マクロ経済政策の効果12 
 最初に金融政策について考察して、次に財政政策について調べる。金融政策の効果につ

                                                  
11 具体的な式の導出や符号条件については Appendix を参照のこと。 
12 ミャンマーのマクロ経済の現状に関しては、『ARC レポート ミャンマー２００６』を参照のこと。 
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いて、現在の貨幣供給の増加は現在の市場レートを減価させて、将来の貨幣供給の増加は

現在と将来の並行レートを減価させることが分かる。次に、現在の貨幣供給の増加は、現

在の市場レートの減価により、現在の輸出財企業産出量を増加させて、非貿易財である国

有企業財の生産も増加させる。両財の生産を増加させる結果、現在のインフレ率も増加す

る。将来の貨幣供給の増加の効果も基本的には同様である。金融緩和により市場レートが

減価してインフレ率が上昇するという点は、現在のミャンマーの現状と一致するものであ

る。 
 現在の政府支出の拡大は現在の市場レートを減価させて、これにより輸出財生産量も増

加する。そして、国有企業財生産量も増加して、インフレ率も上昇する。将来の政府支出

の拡大の影響も同様である。この結果も基本的にはミャンマー経済の現状に一致するもの

である。 
 
３．２ 公定レートの切下げと外貨供出政策の緩和 

 ここでは、最初に公定レートの切下げ（ ( )oE t の上昇）の効果を調べて、次に外貨供出

政策の緩和（ ( )x t の低下）の効果を調べる。まず、現在の公定レートの切下げは現在の市

場レートを増価（ ( )bE t を上昇）させる。その理由は次の通りである。本稿のモデルでは、

通時的予算制約（４）式から、第１期と第２期の貿易収支の現在割引価値の和はゼロにな

るという条件が得られる。この条件の下で、公定レートの切下げは（２４）式から明らか

なように、X 財の生産を増加させるので、貿易収支ゼロ条件を満たすために、市場レートは

増価しなければならない。そして、現在の公定レートの切下げは国有企業にとって輸入中

間財価格の上昇を意味するので、現在の国有企業財の生産量は減少する。現在の公定レー

ト切下げが輸出財生産、インフレ率に及ぼす影響は一意に決められない。それは、公定レ

ート切下げが直接及ぼす直接効果と市場レートの増価を通じた間接効果のどちらが大きい

かに依存するからである。もし直接効果が間接効果よりも大きい場合、現在の公定レート

切下げは X 財（輸出財）生産を増加させて、インフレ率を上昇させる。逆に間接効果の方

が大きい場合、X 財生産を減少させて、インフレ率を低下させる。将来の公定レート切下げ

も同様な結果である。 

 次に、外貨供出策の緩和の効果、つまり ( )x t の低下の効果を考察する。現在の外貨供出

策の緩和は現在の市場レートを減価させる。それは以下の理由による。現在の外貨供出策

の緩和は（２４）より輸出財生産を増加させるが、輸出財企業による中間財輸入も増加す

る。そして本稿では輸出財生産に関して、規模に関して収穫逓減を仮定しているため、輸

入中間財の増加の方が大きくなる。したがって、貿易収支ゼロ条件より、現在の市場為替

レートは減価しなければならない。そして、現在の外貨供出策の緩和は現在の輸出財生産
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を増加させて、非貿易財（国有企業財）の生産には影響を及ぼさない。以上の結果から、

現在の外貨供出策の緩和は現在のインフレ率を上昇させる。将来の外貨供出政策の緩和も

同様である。 
 
３．３ 貿易自由化政策について 
 本モデルでは、貿易自由化は輸入関税率の低下で示される。つまり、最終輸入財関税率

( )m tτ と中間輸入財関税率 ( )z tτ の低下を貿易自由化策とする。まず、中間輸入財関税率

( )z tτ の低下の効果について考察する。現在の中間財関税率の低下は現在の市場為替レート

を減価させる。それは、中間財関税率の低下により輸入中間財が増加して、貿易収支ゼロ

条件を満たすためには、市場レートが減価しなければならないからである。現在の中間財

関税率により、現在の輸出財生産と国有企業生産ともに増加する。インフレ率に与える影

響は一意に決められない。中間財関税率低下による直接効果と市場為替レートの減価を通

じた間接効果の大小に依存するからである。直接効果の方が大きい場合、インフレ率は低

下して、間接効果が大きい場合、インフレ率は上昇する。将来の中間財関税率の低下も同

様の結果である。 

 次に、最終財関税率 ( )m tτ の低下の影響は表１からも明らかなように、国有企業財生産に

何の影響も与えない以外はすべて中間財関税率 ( )z tτ の低下の効果と同じである。 

  
４，経済厚生について 
 本節では、前節で調べた各種の政策が経済厚生に及ぼす影響を調べる。経済厚生は効用

関数（１）で表されて、（１）を全微分して変化率を求めることにより、厚生効果を調べる。

表１にその結果をまとめている。以下では、前節と同様に表１を基にして、経済厚生に及

ぼす効果を説明する13。初めにマクロ経済政策が厚生に及ぼす影響を調べて、次にその他の

政策の影響を調べる。 
 
４．１ マクロ経済政策 
 ここでは、金融政策と財政政策が厚生に及ぼす影響を調べる。最初に金融政策の効果を

説明して、次に財政政策の効果を調べる。まず、現在の貨幣供給の増加が厚生に及ぼす影

響を一意に決定できない。それは以下の理由による。現在の貨幣供給の増加により、通貨

発行益が生じるが、この通貨発行益は政府と消費者の予算制約式から明らかなように消費

者に補助金として与えられることがわかる。このプラスの直接効果と市場レートの減価に

                                                  
13 具体的な式の導出や符号条件は Appendix を参照のこと。 
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よるインフレ率の上昇を通じたマイナスの間接効果の大小に依存するからである。もし直

接効果大きいなら、現在の貨幣供給の増加は経済厚生を増加させる。もし間接効果が大き

いなら、経済厚生は低下する。 
 次に、財政政策について、現在の財政拡大は経済厚生を減少させる。本稿で、政府支出

の増加は国内財生産と輸出財生産を増加させて、インフレ率も上昇させてしまう。従って、

経済厚生は減少する。将来の政府支出の増加の影響も同じである。 
 
４．２ 公定レートの切下げと外貨供出策の緩和 

  公定レートの切下げ（ ( )oE t の上昇）と外貨供出政策の緩和（ ( )x t の低下）が経済厚

生に及ぼす効果を調べる。最初に、公定レートの切下げの効果を説明して、次に外貨供出

策の緩和の効果を述べる。現在の公定レートの切下げが経済厚生に与える影響を一意に決

められない。それは、公定レートの切下げによるマイナスの直接効果と市場為替レートの

増価を通じたプラスの間接効果の大きさに依存するからである。もし直接効果の方が大き

いなら、現在の公定レート切下げは経済厚生を減少させる。逆に間接効果の方が大きい場

合、切下げは経済厚生を増加させる。将来の切下げの効果も同様である。 

 次に、外貨供出策の緩和の効果を説明する。現在の外貨供出策の緩和（ ( )x t の低下）は

経済厚生を減少させる。これは、現在の外貨供出策の緩和はインフレ率を上昇させるため

である。将来の外貨供出策の緩和も同様である。 
 
４．３ 貿易自由化 

ここでは、最終財関税率 ( )m tτ と中間財関税率 ( )z tτ の低下が厚生に及ぼす影響を調べる。

表１から分かるように、この２つの関税率の低下が経済厚生に及ぼす影響はおなじである

ので、まとめて説明する。貿易自由化が経済厚生に及ぼす影響は一意に決められない。そ

れは、貿易自由化によるプラスの直接効果と市場為替レートの減価を通じたマイナスの間

接効果の大きさに依存するからである。直接効果の方が大きい場合、貿易自由化により経

済厚生は増加するが、逆に間接効果の方が大きい場合、経済厚生は減少する。 
 
５，おわりに 
 本論文では、ミャンマー経済を分析するために、二重レート制下での単純化されたニュ

ーケインジアン小国 2 期間モデルを構築した。そのモデルにより、マクロ経済政策、公定

レートの切下げや外貨供出策の緩和、貿易自由化が経済や経済厚生に及ぼす影響について

分析した。その結果、マクロ経済政策の効果は実際のミャンマー経済の現状と一致するこ

とを示した。また、ミャンマー経済振興策として提案されている輸出税の低下（外貨供出

策の緩和）は輸出財生産を増加させる効果があるが、しかし市場為替レートの減価を通じ
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てインフレ率を上昇させて、経済厚生を減少させてしまう。（２４）式からも明らかなよう

に、主体均衡では外貨供出策の緩和は輸出財生産を増加させるという振興策に沿う結果が

得られる。しかし一般均衡で考えると、市場レートの減価とインフレ率の上昇というミャ

ンマーのマクロ経済状況をさらに悪化させる効果もあり、経済厚生も減少してしまう。 
 公定レートの切下げもよく振興策として提案されている。しかし、（２４）式から明らか

なように、主体均衡では輸出財生産を拡大させるが、一般均衡からは必ずしも増加させな

いことがわかる。 
貿易自由化は市場為替レートを減価させることを示した。これはミャンマー経済にとっ

て重要なことを意味している。それは以下の理由による。ミャンマーは AFTA（ASEAN 自

由貿易地域）に加盟しており、2008 年までに域内関税率を原則 0～5％に削減しなければな

らず、すでにその見直しに入っている。現在の二重レート制下でそれを実施すると、公定

レートと市場レートの乖離がますます拡大してしまうからである。また、貿易自由化は二

重レート制下では必ずしも経済厚生を増加させないことに注意する必要がある。  
 最後にいくつか課題を挙げる。まず、本論文では、為替レートの統一の影響や国有企業

の民営化などの重要な政策の影響を分析していない。ミャンマー経済では農業が GDP の約

50%を占めるが、本稿では農業部門を考慮していないため、それに及ぼす影響や厚生を分析

できない。また小国モデルであるために、政策変化による反響効果を分析できない。これ

らは次への取り組みとしたい。 
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表１ 政策効果と経済厚生 

   ( )bE t   ( )XY t   ( )sY t   ( )P t  U  

 ( )oE t   －  ＋（－）  －  ＋（－）  －（＋） 

 ( )x t   －  －  ０  －  ＋ 

 ( )z tτ   －  －  －  ＋（－）  －（＋） 

 ( )m tτ   －  －  ０  ＋（－）  －（＋） 

 ( )G t   ＋  ＋  ＋  ＋  － 

 ( )1M   ＋ 1t =   ＋ 1t =   ＋ 1t =   ＋ 1t =   ＋（－） 

 ( )2M   ＋ 1,2t =   ＋ 1,2t =   ＋ 1,2t =  ＋ 1,2t =   ？ 

（注１）括弧がない場合は政策効果や経済厚生への影響が一意に決まる。しかし、括弧が

付いている場合、政策変化が直接及ぼす直接効果と他の変数を通じた間接効果の大きさで

符号が決まる。括弧なしの符号は直接効果が間接効果よりも大きいときであり、括弧あり

の符号は間接効果が直接効果よりも大きい場合である。直接効果と間接効果の大小に関す

る符号条件は Appendix を参照のこと。 

（注２） ( )1M の変化は現在の変数（ 1t = ）にしか影響を及ぼさないが、 ( )2M の変化は

現在の変数（ 1t = ）と将来の変数（ 2t = ）の両方に影響を及ぼす。 
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Appendix 輸出財生産、政策効果と経済厚生の変化率について 
 輸出財生産 

( ) ( ) ( ) ( )( ) ( )

( )( ) ( )( ) ( ){ }

1

1

1

X

X

zXhX

XX

o b

X
bX

z
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              （２４） 

の変化率を求めると次のようになる。 
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1 ˆ
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τ σσ σ
σ τ σ ε σ

= −
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⎛ ⎞−
− + −⎜ ⎟⎜ ⎟− + − − −⎝ ⎠

　　　　　

        （A.1） 

 ここで 

( ) ( )
( ) ( ) ( ) ( )

( )

o b o

b b

E t E t E t
e e t t

E t E t
ε ε

−
= = = =　　　　　     1,2t =  

（A.1）式から、公定レート切下げ、外貨供出策の緩和、中間財関税率の低下は X 財生産

を増加させるが、市場為替レートの減価が X 財を増加させるかどうかは当初の均衡におけ

る外貨供出策の水準に依存する。 

0 X zX

X zX

x σ σ
σ σ ε

−
< <

−
のとき、市場為替レートの減価は ( )XY t を増加させる。 

1X zX

X zX

xσ σ
σ σ ε

−
< <

−
のとき、市場為替レートの減価は ( )XY t を減少させる。 

 次に、貨幣市場均衡条件（３７）、資源制約条件（３８）～（４０）を用いて、市場為

替レートの変化率を求めると次のようになる。 
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                                     （A.3） 
ここで、 

( ) ( )
( )

s

X

Nz t
Z t

z t
= ：国有企業と輸出企業の中間財使用比率 

なお、市場レートを導出する際には、当初の均衡において ( ) ( )*
X XC t C t= と仮定した。 

 （A.2）、（A.3）から、各期（ 1,2t = ）に、外貨供出策の緩和、貿易自由化、金融緩和と

政府支出の増加は市場為替レートを減価させることが分かる。 
 （A.1）～（A.3）を見ても分かるように、本稿のモデルでは二重レート制と外貨供出策

という２つの要因が経済、特に価格に歪みをもたらしているので、政策効果の影響もこれ

らに依存して、一意には決まらないものもある。政策効果を明確にして、ミャンマー経済

の問題点を整理するという本稿の目的に照らして、以下では外貨供出策に関して 

( )
( )

2
0 min ,

2
X zX

X zX

Z t
x

e Z t
σ σ
σ σ ε ε
⎛ ⎞−
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とする。これにより、市場為替レートの減価は輸出財生産を増加させるという標準的な結

論が得られて、またこの仮定から、公定レートの切下げは市場レートを増価させることが

分かる。 
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市場為替レートの変化率（A.2）、（A.3）を X 財の変化率に代入すると、 
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 （A.4）,（A.5）より、各期（ 1,2t = ）に、外貨供出策の緩和や貿易自由化、拡大的なマ

クロ経済政策は輸出財生産を増加させることが分かる。しかし公定レートの切下げが輸出

財生産を増加させるかどうかは、プラスの直接効果と為替レートの増価を通じたマイナス

の間接効果の大きさに依存する。 
次に国有企業（非貿易）財市場均衡条件（３６）と国有企業の利潤最大化条件（２８）

より、典型的な国有企業財の変化率は 
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となる。これから、拡大的なマクロ経済政策、中間財関税率の低下は国有企業財生産を増

加させるが、公定レートの切下げが減少させることが分かる。 

 インフレ率を求める。国内総物価指数 ( )P t は ( ) ( )( ) ( )( ) ( )( )1a b a b
s m XP t P t p t p t

− −
=

であるので、この変化率を（A.2）～（A.7）を使用して求めると以下のようになる。 
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                                     （A.9） 
  （A.8）,（A.9）から外貨供出策の緩和、拡大的なマクロ経済政策はインフレ率を増加

させることが分かる。しかし、公定レートの切下げや貿易自由化がインフレ率を増加させ

るかどうかは、それら自身が直接影響を及ぼす直接効果と市場為替レートの変化を通じた

間接効果の大きさに依存する。 
 最後に経済厚生を調べる。（１）より間接効用関数を求めて、（A.8）、（A.9）を用いて全

微分すると以下のようになる。 
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 この式から、外貨供出策の緩和、財政拡大は経済厚生を減少させることが分かる。公定

レートの切下げや貿易自由化、金融緩和が経済厚生に及ぼす影響は直接効果と間接効果の

大きさに依存して、一意に決められない。 
 以上の分析から、政策効果や経済厚生に及ぼす影響に関して、直接効果と間接効果に依

存しているものがあることが分かる。直接効果と間接効果のどちらが大きいかは符号条件

に依存しているので、最後にその条件を導出する。直接効果が間接効果を上回る条件は以

下の通りである。 
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これらの条件が満たされているとき、直接効果が間接効果を上回り、表１の括弧なしの符

号となる。そして、間接効果が直接効果を上回る条件は以下の通りである。 
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これらの条件が満たされているとき、間接効果が直接効果よりも大きくなり、表１の括弧

付きの符号となる。 


